
水道料金の改定について
改定日（案）：令和7年4月1日

資料①
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・大台町の人口は年々減少しており、人口減少に伴い、有収水量も減少していま
す。
・有収水量の減少により料金収入も減少しています。
・物価高騰等により、動力費・修繕費等の経費は高止まりしています。
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管路の布設年度
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• 創設当時に布設された水道管が管路延長の多くを占めています。

• これらの水道管は法定耐用年数である40年を超過しています。
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改定理由
• 生活排水処理事業と同様に、公営企業として独立採算の原則に従って経営が求めら
れていますが現状、一般会計からの補助金（基準外）の繰出がなければ、経営が成り
立たない状況です。

• 町の人口減少及び節水機器の普及・高性能化等により、料金収入は年々減少していま
す。

• 物価の高騰により、事業費用は高止まりしています。

• 創設当時に埋設された水道管は老朽化が進んでおり、管路の更新が必要です。

• 水道施設の更新には多額の資金が必要ですが、人口減少に伴い料金収入は減少して
いくため、現状の料金体系ではさらに経営は厳しくなります。

• 事業経営の安定化・施設更新の財源確保のためには料金改定が必要です。
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料金改定率の検討
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料金改定（案）の検討

現行 第１案 第２案 第３案

設定条件

（改訂率）

基本料金10％
従量料金10％

基本料金20％
従量料金20％

基本料金25％
従量料金20％

基本料金（円） １，３２０ １，４３０ １，５４０ １，６５０

従量料金（円） １９８ ２１７ ２４２ ２４２

収入（千円） ４１５，７２２ ５００，２８６ ５１７，７９０ ５５０，１０２

支出（千円） ４９７，４２４ ４９７，０１４ ４９７，０１４ ４９７，０１４

差額（千円） △８１，７０２ ３，２７２ ２０，７７６ ５３，０８８

考察

支出が収入よりも多
いため、一般会計か
らの繰入が必要であ
る。

現金収支は、ほぼ均
衝するが施設更新の
財源確保までいかな
い。

施設更新にかける費
用を確保できる。

施設更新実施時にお
ける、国庫補助事業
で交付率の良い事業
を受けることができる。
（1/4→1/3）

検討結果 ✕ △ 〇 ◎
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現行料金での財政予測（現行）
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料金10％値上げした時の財政予測（第１案）
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料金20％値上げした時の財政予測（第２案）
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基本料金25％値上げ・従量料金20％値上げした時の財政予測
（第３案）
（単位：千円）
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改訂後の料金比較

使用水量 現行料金 改訂後の水道料金 差額

基本料金（使用水量10㎥まで） １，３２０円 １，６５０円 ３３０円

１５㎥ ２，３１０円 ２，８６０円 ５５０円

２０㎥ ３，３００円 ４，０７０円 ７７０円

２５㎥ ４，２９０円 ５，２８０円 ９９０円

３０㎥ ５，２８０円 ６，４９０円 １，２１０円

３５㎥ ６，２７０円 ７，７００円 １，４３０円

４０㎥ ７，２６０円 ８，９１０円 １，６５０円

４５㎥ ８，２５０円 １０，１２０円 １，８７０円

５０㎥ ９，２４０円 １１，３３０円 ２，０９０円

水道料金（税込み）
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参考
25％値上げした時の県内市町との水道料金比較
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口径１３ｍｍで使用水量２０㎥の場合（税込み）
（単位：円）

（令和5年11月30日現在）

• 現行料金でも県内市町と比べると水道料金は高くなっています。

• 25％値上げを行うと使用水量２０㎥の場合７７０円の値上げとなり、県内で
は２番目に高い水道料金となります。
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参考 改訂（案）での1ヶ月当たりの負担額
水道使用量１０㎥、１人から５人までの世帯の場合（税込み）

現行料金 改訂後の料金 差額 備考

水道料金 1,320円 1,650円 330円

下水道事業・浄化槽事業使用料 4,400円 7,150円 2,750円

合計 5,720円 8,800円 3,080円

水道使用量２０㎥、１人から５人までの世帯の場合（税込み）

現行料金 改訂後の料金 差額 備考

水道料金 3,300円 4,020円 ７２０円

下水道事業・浄化槽事業使用料 4,400円 7,150円 2,750円

合計 7,700円 11,170円 3,470円
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